
道路運送法施行規則（抜粋） 

（昭和二十六年八月十八日運輸省令第七十五号） 

 

最終改正：令和三年四月一日国土交通省令第三十三号 

 

（法第七十九条の四第一項第五号の協議が調つていないとき） 

第五十一条の七 法第七十九条の四第一項第五号の協議が調つていないときとは、法第七十

九条の二の規定による登録の申請に係る自家用有償旅客運送について次のいずれにも該

当しないときとする。 

一 地域公共交通会議、協議会又は運営協議会（地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保す

るために必要な自家用有償旅客運送に関する協議を行うために一又は複数の市町村長又

は都道府県知事が主宰する協議会をいう。以下同じ。）において協議が調つているとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第五条第十項の

協議を経て作成し、又は変更された同条第二項に規定する地域公共交通計画（以下単に「地

域公共交通計画」という。）において、当該自家用有償旅客運送を導入することが定めら

れているとき。 

（運営協議会の構成員等） 

第五十一条の八 運営協議会は、次に掲げる者により構成するものとする。 

一 運営協議会を主宰する市町村長又は都道府県知事その他の地方公共団体の長 

二 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体 

三 住民又は旅客 

四 地方運輸局長 

五 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体 

六 運営協議会を主宰する市町村長又は都道府県知事の管轄する区域内において現に自家

用有償旅客運送を行つている特定非営利活動法人等 

２ 運営協議会を主宰する市町村長又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、前項

各号に掲げる者のほか、運営協議会に、学識経験を有する者その他の運営協議会の運営上

必要と認められる者を構成員として加えることができる。 

３ 運営協議会を主宰する市町村長又は都道府県知事は、法第七十九条の二の規定による登

録の申請に係る特定非営利活動法人等が行う自家用有償旅客運送について運営協議会に

おいて協議を行う場合には、当該申請者の意見を聴取するものとする。 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=326AC0000000183
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=326AC0000000183#Mp-At_78
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=326AC0000000183#Mp-At_78
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=326AC0000000183#Mp-At_78
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=419AC0000000059
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=419AC0000000059
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=326AC0000000183

